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１．主旨

「八王子市 まち・ひと・しごと創生総
合戦略」の計画期間終了に伴い、所要の
改定を行う。

八王子市まち・ひと・しごと創生総合戦略
平成27年（2015年）10月策定

平成30年（2018年）６月改定

計画期間：平成27年度（2015年度）～平成31年度（2019年度）
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２．第１期の課題とその対応①

「八王子ビジョン2022」との関係
（課題）

• 計画期間の相違による非連続性

• 多元的な進捗管理による非効率性

• 人口減少問題と向き合うために必要な施策のさらなる推進

・新たな基本構想・基本計画（計画期間令和５年度（2023
年度～）に合わせて、総合戦略を一体化する。
・現行計画は、「八王子ビジョン2022」の計画期間終期に
合わせて、総合戦略の計画期間を３年延長する。

対応①
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２．第１期の課題とその対応②

数値目標・ＫＰＩ（重要業績評価指標）の設定
（懇談会からの意見）

• 他施策との連携の必要性

• 優先順位の設定

• 社会情勢等に応じた柔軟な見直し

• 毎年進捗状況を評価できない指標

• 指標としての妥当性

令和元年度改定
・指標の妥当性、他計画の見通しを踏まえ、参考指標を設定する。

次期改定
・総合指標の設定
・指標の妥当性を踏まえた精査

対応②

（課題）
• 施策間連携により得られる

効果の総合指標の設定

• 毎年度進捗管理可能な指標
設定

• 指標の妥当性、管理可能性の
確保
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３．対応① 基本計画との一体化

（１） 基本構想・基本計画「八王子ビジョン2022」との関係

総合戦略

八王子ビジョン
2022での施策
展開を前提と
して、

とりわけ人口
減少問題と向
き合うために
必要な施策を
パッケージ化
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３．対応① 基本計画との一体化

※基本構想・基本計画「八王子ビジョン2022」に定めた６つの都市像（私たちが目指すまち）を実現するために掲げ
た49の施策を計画的・効果的・効率的に推進するために、向こう３か年に実施する主要事業を示したもの。市では、
これを毎年度の予算編成の指針とし、49施策の実効性を担保している。
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３．対応① 基本計画との一体化

アクションプラン

八王子ビジョン２０２２

各年度予算（決算）

総合戦略

人口減少問題と向き合うために必要な施策をパッケージ化
（八王子ビジョン2022からの抜粋）

アクションプラン（実施計画）などに基づき年度
ごとに事務事業を執行する。

社会経済状況の変化や国・
東京都の動き、市民ニーズ、
事業進捗を的確に把握し、
毎年度ローリングを行う。

ＰＤＣＡサイクルによる
マネジメント

重要業績評価指標（ＫＰＩ）を
設定し、これをもとに毎年検
証し、改善することによる進
行管理を行う。

（２） 現行の運用体制（基本計画と総合戦略）
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３．対応① 基本計画との一体化

実施計画（重点方針）

各年度予算（決算）

実施計画などに基づき年度ごとに事務事業を
執行する。

・総合戦略と統合した基本計画の策定
により、人口減少問題と向き合うため
に必要な施策のさらなる推進を図る。
・二重計画の解消により効果的・効率的
な行政運営に努める。
・計画期間の相違による非連続性解消

重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、これ
をもとに毎年検証し、改善することによる
進行管理を行う。

総合戦略

ＰＤＣＡサイクルによるマネジメント

次期 基本構想・基本計画

基本計画と
総合戦略の
一体的な運
用が可能に

（３） 一体化後の運用体制
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（４）一体化による計画期間の変更

３．対応① 基本計画との一体化

平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年

基本構想
基本計画

総合戦略

国勢調査

八王子ビジョン２０２２

結
果
公
表

結
果
公
表

結
果
公
表

実
施

実
施

実
施

※第１期総合戦略の期間延長（令和４年度（2022年度））による目標年度の変更

延 長第１期総合戦略

次期基本構想・基本計画

第２期総合戦略

一
体
化
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４．対応② 数値目標・KPIの設定

（１）既存の数値目標、重要業績評価指標（ＫＰＩ）の見直し

① 次のとおり再設定する。

・八王子ビジョン2022の目標値に整合させる。

・その他個別計画の目標値に整合させる。

・それ以外の事業は、当初目標値設定をした際の

考え方で、令和４年度（2022年度）までの目標値

を算出する。
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４．対応② 数値目標・KPIの設定

② 次の指標は、参考指標とする。

・国の統計調査等をもとにした指標で、毎年数値を

得られない指標。

・個別計画等を出典としているもののうち、個別計画

の改定等で指標自体が廃止されたもの。

（２）事業開始などにより、設定可能な効果的な指標

として活用できるものは、参考指標として、新たに

設定する。
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５．その他

令和元年（2019年）12月20日に閣議決定された「まち・
ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」及び
「第２期『まち・ひと・しごと創生総合戦略』」の内容を受
けて、国総合戦略における、第２章 第２期における施策の
方向性 を反映し、必要に応じて事業・取組を追加する。

（追加する視点・事業の例）

・Society5.0の実現に向けた技術の活用

・SDGｓ（持続可能な開発目標）の推進

・「生涯現役社会」の実現に向けた健康づくり等の推進

・「関係人口」の創出・拡大に向けた取組

（１） 新たな視点・事業の追加
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５．その他

①令和２年（2020年）実施予定の国勢調査結果が未公表である

ため、人口の将来推計について、再推計は行わない。

②人口ビジョンについては、次の点において修正を行う。

・元号表記の修正（平成→令和）

・西暦表記を追加

・図表、文中数値を最新の住民基本台帳等のデータに更新

③「目指すべき将来の方向」は堅持する。

・2060年に本市人口の８割を維持

・人口構造の安定化

・2040年に出生率1.8を目指す

・若年層の流出を1/4に抑制

（２） 人口ビジョンの更新


